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	Ⅰ　申し立て
むし歯予防へのフッ素応用（集団フッ素洗口、塗布）による人権侵害に対す
る救済
Ⅱ　救済事項
　　集団フッ素洗口並びに集団塗布の中止を政府と自治体に対して勧告していた
だきたい。特に、６歳未満のフッ素洗口と塗布の集団実施は、直ちに中止する
よう警告していただきたい。
Ⅲ　救済を求める理由
１､現在、全国で約４９万人(2006年)の子供たちがフッ素洗口を実施し[1]1-3、
1～15歳未満の子供の59.2％（2005年）がフッ素塗布を経験し[２]、全国民
のほとんどがフッ素入り歯磨き剤（普及割合86％：2001年）を使用してい
る現状があります。　
　　（注）新潟県では、３歳児の相当数が集団洗口を実施されています。また、
全国の幼児の約20％が集団的塗布を経験しています。
２、貴会は、東京都の一主婦地引澄子さんの人権救済申し立てに対し、1981

　年11月「むし歯予防へのフッ素利用に関する意見書」[３]-1 を提出しまし
た。貴会は、フッ素洗口を中心に検討し、当時の厚生省、文部省、各自治体
等に意見書を送付し、以下の四点の「改善措置を講ずるべきである」との結
論を示しました。

上記のごとく、貴会に人権救済を申し立てた前例があります。貴会が「意見
書」で指摘した改善措置が、ほとんど考慮されることなく現在に至っています。
（1）保育・教育施設で集団的にフッ素洗口を実施することは、公権力が発動
され強制力が生じます。
（2）非洗口者は、洗口実施時に水でのうがいを行うよう指示され多くの園児・
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	児童・生徒が拘束されています。
（3）学校・園での集団フッ素洗口の実施は、予防行為で医療行為ではないと
して行われています。しかし、フッ素洗口は、歯質を含む人体を侵襲(変化)
させる行為であり、あきらかに医療行為であります。[３]-4、[４]

（4）歯科医師等の立会いがないこと。無診察治療による医療行為が行われて
います（歯科医師法第20条等違反）。
（5）むし歯予防としての集団フッ素洗口は、医療行為です。保育、教育施設
は、医療行為を行うことができる場ではありません。従って、学校保健法第
２条にもとづく集団フッ素洗口の実施は違法です。[３]-4

（6）使用されているフッ素洗口液は、医療用目的ではないフッ化ナトリウム
試薬（900ppm、週一回法）が2006年段階で（洗口実施人数の68.76％）
約23.8万人の児童生徒に投与しているといわれています。[１]-2　同試薬は
医薬品ではありません。
（7）多くの地方自治体行政では、フッ化物応用の効用の言説とデータのみが
提示され、リスクを示す情報が公正に伝達されていません。従って、保護者
は選択する前提を欠いたまま行政の誘導を受け入れているのが実情です。イ
ンフォームドコンセントの要件が満たされていません。
（8）ＷＨＯは、1994年のテクニカルレポート846でフッ素塗布の一般的使用
を中止するよう勧告しました。[５]　しかし、日本では、１歳から集団的に
市町村保健センター等で実施されているのが現状です。[２]

（9）日弁連1981年「意見書」改善措置(｢結論」の第４項）は、WHOの1994
年のテクニカルレポート846 [５] で、モニタリングが勧告されたにも関わ
らず疫学調査を含めて一度も実施されていません。
Ⅳ　世界的な論争過程で、解明された事項　
科学と医学の発展は、フッ素推進行政等の主張の誤りを明らかにしてきまし
た。また、世界的な論争過程で、次の事項が解明されました。
１、むし歯はフッ素利用の前から減少し始めていたこと [６]

２、フッ素利用の有無に関わらずむし歯は減少していること [７]

３、フッ素が歯の質を改善してむし歯を予防する効果はないということ[８]

４、フッ素には当初言われていたような予防効果はないということ [９]

５、水道水フッ素化には、むし歯予防効果はほとんどないこと [10]

Ⅴ　リスクの事実
フッ素とは、国連人間環境委員会により世界中に監視が呼びかけられた環境
汚染物質の一つです。わが国では、水質汚濁防止法、食品衛生法等でフッ素の
排出と摂取が規制されています。[11]　フッ素の全身毒性は、過剰摂取による



2007年12月　　　　　　　　　　　   反フッ素LETTER　№69 　　　　　　　　　　　　　（５）
	健康被害を科学的に明らかにしてきました。
１、歯と骨に対する健康被害、歯フッ素症（斑状歯）[12]

２、骨折の増加 [13]

３、アメリカ合衆国政府による動物実験での発がん性の証明 [14]

４、WHO等の公式がん登録資料の分析による発がんの増加の証明論文 [15]

５、甲状腺機能低下による成長、発育の遅れ、甲状腺機能低下症の発症 [16]

６、フッ素が脳に蓄積し脳の機能に影響を与えるとする動物実験、疫学調査結
果 [17]

７、アレルギー、化学薬品過敏症の報告 [18]

８、ダウン症の増加 [19]

このようなフッ素の健康被害報告に基づきＷＨＯでも、以下の警告を公表し
ています。
ＷＨＯは、フッ素応用による健康被害報告・リスク研究の医科学的所見に押
され、1994年のテクニカルレポート846でフッ素応用の制限を次のごとく勧
告しました。[５]

１．6歳未満の子供にフッ素洗口させることは禁忌（Contraindicated）である
２．フッ素塗布の一般的使用は中止（次の二例に限定）
（1） 矯正装置を付けた人
（2） 口腔乾燥症（口腔付近のがんで放射線治療による）
Ⅵ　最近の動向（世界と日本）
アメリカ合衆国は、自国と世界各国のフッ素応用推進を領導してきましたが、
最近大きな変化が現れています。前述した医科学的事実とWHOのフッ素応用
の制限的使用への転換、自国内でのフッ素応用による健康被害が公知の事実
[20] となるに及び、注目すべき報告書と通知が出されました。
１、フッ素応用の安全性の根拠となる水道水フッ素化に関して、安全性並びに
法的問題がアメリカ連邦議会や国際学会等で取り上げられています。
２、2006年3月22日のNRC（全米研究評議会）による「飲料水中のフッ素：
環境保護庁基準の科学的評価」の報告書です。[21]

　　　報告書によれば、添加されたフッ素濃度許容基準が高く歯フッ素症の危険
にさらしているので、基準値を低くすべきである。フッ素の内分泌・脳への
影響、骨フッ素症、甲状腺機能低下等広範な情報が記載されています。また、
フッ素添加水は母乳中フッ素の250倍であるという。CDC（アメリカ疾病コ
ントロールセンター、2005年）調査では、就学児童の32％が歯フッ素症（斑
状歯）に罹患し、2～4％が中等度症状という（黒人、メキシカンは白人の２
倍の罹患率）。
３、2006年１１月９日のADA（アメリカ歯科医師会）による全米の歯科医師
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	会員への通知です。[22]

　この緊急通知では次の三点が記載されています。
（1） 両親、保護者は粉ミルクを溶く際、フッ素入りでない水か低濃度フッ素
の水を使用すべきである。
（2） 歯科医や保健担当者のアドバイスがない限り、両親（保護者）は２歳未
満の小児には、フッ素入り歯磨き剤を使用してはならない
（3） 歯科医や保健担当者の勧奨がない限り、６歳未満の小児はフッ素洗口を
推奨しない。フッ素サプリメント(フッ素錠、フッ素ドロップ)の処方（小
児科医、小児歯科医）は、６ヵ月以下は勧奨しない。
４、ヨーロッパでは、水道水フッ素化を中心とするフッ素応用は、英国とアイ
ルランドなどを除き過去の遺物となっています。アメリカとWHOの現状も
前述したとおりです。学問上の進展は、フッ素の有害性の科学的知見の増大
とむし歯予防への有効性に強い疑義が提出されてきたのが流れです。
５、翻って、日本の現状を概観いたしますと、2000年を前後して当時の厚生省
が、歯科保健課の主導の基でフッ素推進行政に舵を切りました。2000年には、
「21世紀における国民健康づくり運動（健康日本21）」(別表６．歯の健康）
が策定されました。2002年には健康増進法が公布されました。また、2003
年には、厚生労働省から「フッ化物洗口ガイドライン」通知 [23] がだされ、
地方自治体行政での普及拡大が督励されました。
日本学校歯科医会は2005年3月「フッ化物応用は地域の歯科医療機関に
委ねてもよい」との見解を公表しガイドブックを発行しました。[24]　同ガ
イドブックでは､「学校でのフッ化物洗口の導入などを安易に実践」すること
に強い危惧とインフォームドコンセント、同チョイスの成立が重要であると
指摘しています。
薬害オンブズパースン会議は、03年8月厚生労働省、文部科学省に「フッ
化物洗口の集団適応に関する意見書」を送付しています。[25]

集団フッ素洗口等のフッ化物応用は、国民の健康に生活するという基本的人
権を侵害していると考えます。



＊文末の数字は添付した資料の番号ですが、資料は省略しました。
結論


以上のとおり、わが国のフッ素利用の現状は、


一、本来任意であるべきであるにもかかわらず事実上強制にわたる方法で実施されているところがあること


二、フッ素の管理、調合、使用が専門家の指揮監督の下で行われていない場合があること


三、フッ素に関する情報が公平に提供されていないこと


四、有効性・安全性についての追跡調査が全く行われていないこと等の重要な問題点があるので、厚生省および各地方自治体は、以上の問題点について速やかに調査・検討し、改善措置を講ずるべきである。











